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要旨: ソーシャルメディアの普及により、外交機関がTwitter やFacebookを活用して対象国の一般市⺠に働きかけ

るようになった。ヨーロッパ諸国はジェンダー平等の促進を先導するが、日本は世界経済フォーラム(WEF)の「ジ

ェンダーギャップ指数 2021」で 156 カ国中 120 位であり先進国で最も低い。本研究は、対日パブリック・ディプ

ロマシーにおいて、ヨーロッパの在京外交機関がTwitter 上でどのようにジェンダー平等の価値観を表出させてい

るかを駐日欧州連合（EU）代表部、ドイツ、フィンランド、スウェーデンの各駐日大使館によるツイートを事例

に分析する。 
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Abstract: Given the widespread use of social media, diplomatic organizations are now using Twitter and Facebook to reach out 
to the general public in their target countries. While European countries are leading in promoting gender equality, Japan ranks 
120th out of 156 countries in the World Economic Forum's (WEF) Gender Gap Index 2021, which is the lowest among developed 
countries. This study analyzes how European diplomatic institutions in Tokyo express the values of gender equality on Twitter 
towards Japan, using tweets by the Delegation of the European Union to Japan and the embassies of Germany, Finland, and 
Sweden as examples. 
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1. はじめに 
 
本稿は、駐日欧州連合（EU）代表部および EU

加盟国であるドイツ、フィンランド、スウェーデ

ンの各駐日大使館の Twitter 上の投稿を対象に、

これらがジェンダー平等実現に向けた課題の多い

日本社会に向けてどのようにジェンダー平等の価

値観を表出させているかをツイートの内容分析に

よって明らかにすることを目的とする。 
これらの機関は、2021 年、東京五輪・パラリン

ピック組織委員会の森喜朗会長（当時）が日本オ

リンピック委員会（ＪＯＣ）臨時評議員会で「女

性がたくさん入っている理事会は時間がかかりま

す」と女性蔑視の発言をしたことが国内外で大き

な反響を生んだ最中の 2 月 5 日にジェンダー平等

を訴える投稿を行っており、それらのツイートも

これまでの各機関のツイートで最も大きなエンゲ

ージメントを記録した。各国のジェンダー平等に

関するツイートの分析から、それぞれの国のメッ

セージ戦略を検討する。 



 

 

2. 背景 
 
情報技術の発展や世界情勢の変化などに伴って、

外交政策上で外国の一般の人々への働きかけが重

要視されるようになった。外国のパブリックに向

けた広報ツールとして、各国政府は自国機関によ

る国際放送や海外マスメディアに対するメディ

ア・リレーションなどを通じて情報発信を行って

きたが、現在では新聞やテレビなどのトラディシ

ョナルなマスメディアに加えてソーシャルメディ

アも活用するようになった。それは外交機関にと

って、間に立つ「ゲートキーパー」である新聞やテ

レビなど旧来のメディアを回避して、外国の一般

市民と直接コミュニケーションが可能になったこ

とを意味する（Golan et al. 2019）。 
 外交上のコミュニケーションで扱われるテーマ

は様々であるが、今日のグローバル化した社会に

おいて、環境危機や難民問題といった国境をまた

ぐ地球規模の問題や、人権・ジェンダー平等など

の普遍的な価値に関わるものが取り上げられるこ

とは想像に難くない。Cull は、一般の人々を対象

とする外交であるパブリック・ディプロマシーは

自国のイメージの露出に限らず、国際的な環境の

改善や対象国の先住民族のエンパワメントなどに

向かうことがあり、たとえば英国外務省によるパ

ブリック・ディプロマシーは 2005 年以降、自国の

価値を世界に対して前面に押し出すよりも気候安

全保障や核不拡散など幾つかの戦略目標を持った

活動に転換していると述べる（Cull 2010)。 
 ジェンダー平等は、今日の国際社会が取り組む

課題の１つであり外交の議題でもる。1995 年の第

４回国連世界女性会議（北京会議）において「あら

ゆる領域・レベルで、法律、政策およびプログラム

を含むすべての企画において、男性及び女性へ及

ぼす影響を評価するプロセス」（国連経済社会理

事会）である「ジェンダー主流化」が北京行動綱領

に盛り込まれて以降、国にかかわらずジェンダー

の視点をあらゆる分野へ組み込む動きが進められ

ている（申 2015、中野 2005）。 

 表ー１ 分析対象の Twitter アカウント  
＜筆者作成＞ 

 
なかでも、1993 年に創設された欧州連合（EU）

は、その当初から「男女平等を基本原則と据え」て

いる（駐日欧州連合代表部 2016）。外交政策も例

外ではない。男女平等を全政策分野に反映するこ

とを目的として 2010 年に採択された「女性憲章」

（2010 年）の５つの優先項目には、「雇用機会の

均等」、「同一労働同一賃金」などと並んで「対外

関係や国際機関を通じて男女平等を推進する」こ

とが入る（駐日欧州連合代表部 2016）。 
日本は世界経済フォーラム(WEF)の「ジェンダー

ギャップ指数 2021」で 156 カ国中 120 位であり先

進国で最も低い。このような日本の社会に対して、

ジェンダー平等の推進に積極的な国々がどのよう

にジェンダー平等の価値の共有を試みているかに

ついての分析を試みる。 
 
３. 調査 
 
本稿では、駐日欧州代表部および EU の加盟国

であるドイツ、フィンランド、スウェーデンの各

駐日大使館の計４機関の Twitter 上の投稿を分析

の対象とする（表１）。ドイツ大使館は 2009
年、その他の期間は 2011 年から Twitter を運用し

ている。フィンランドのアカウントは 16万人以
上のフォロワーを持ち、駐日大使館の中でもソー

シャルメディア上のプレゼンスが最も高い。ドイ

ツ大使館も 13万人以上の比較的多くのフォロワ

ーがおり、スウェーデン大使館が 6万以上、EU
代表部は 4万 5千フォロワーと続く。どのアカウ

ントも主に日本語でツイートしている。 
 各アカウントについて、本稿の目的に照らして

Twitter 検索コードを使用して「男女平等」、

「ジェンダー」、「gender」のキーワードを含む

ツイートを抽出し、それらのツイートの内容を分

析した。 
 



 

４. 分析の結果と考察 
 
ツイートの傾向 
各アカウントについて、抽出できたツイートの概

要を表ー２に示している。 

 

表ー2 抽出したツイートの概要 ＜筆者作成＞ 
 
抽出したツイート数が最も多かったのはスウェー

デン大使館である。スウェーデンは、長年ジェン 
ダー平等と人権を国内外で進めたのち 2014 年に

世界初の「フェミニスト外交」路線を打ち出して

ジェンダー主流化を外交政策に組み込む姿勢を明

確にした（Government Office of Sweden, 2021)。そ

の姿勢は、駐日スウェーデン大使館のツイート数

にまずは端的に表れていると言えるだろう（表ー

３）。 
 

表ー3「男女平等」「ジェンダー」「gender」を

含むツイート数の推移＜筆者作成＞ 
 
 全体的に、総ツイート数に対するこれらのツイ

ートの割合は極めて低く、かろうじて 1.5%のス

ウェーデンが 1%を超える程度であることがわか

った。Fitzpatrick はパブリック・ディプロマシー

の機能をアドボカシー、コミュニケーション・情

報、関係性、戦争・外交政策プロパガンダ、政治

戦略の６項目に分類しており、そのうち選挙、外

交政策、民主主義、人権などを含み、戦争を含ま

ない国際政治への関与がパブリック・ディプロマ

シーの政治的機能であるとする（White et al. 2014, 
Dodda et al. 2017) 。White et al.は、発展途上国で

は民主主義や人権などの政治的機能により焦点が

あたることがあると述べるが、パブリック・ディ

プロマシーのどの機能に重点が置かれるかについ

ては、自国の利益に左右されると示唆する。 
 調査対象の駐日外交機関アカウントにおいてジ

ェンダー平等に関するコミュニケーションの割合

は少ないことが判明したが、時期的にはそれらの

ツイートは 3 月に集中している。抽出したツイー

トの 27%が同月に投稿されている。この時期に

は、国際女性デー（3 月 10 日）を契機としたツ

イートが多い。 
  
 
Twitterユーザーの反応 
 どの機関のアカウントにおいても、2021 年 2
月 5 日のツイートが抜きん出てリツイートや「い

いね」を多く獲得している。その他のツイートの

いいね数の平均が 105.3（ドイツ）、95（フィン

ランド）、19.6（EU）、56.9（スウェーデン）で

あるところ、画像ー１から画像ー４に示されてい

るように、2 月 5 日のツイートの「いいね」数

は、それぞれおよそ 4.9万件（ドイツ大使館）、

3.8万件（フィンランド大使館）、4.1万件（EU
代表部）、2.1万件（スウェーデン大使館）であ

る。 

 
画像−１ドイツ大使館：2021年2月5日13:00 

 



 

 
画像−２フィンランド大使館：2021年2月5日17:01 

 

 
画像−3 EU代表部：2月5日17:12   

        

 
画像−4 スウェーデン大使館：2月5日17:31 

ツイートの内容 
 各機関のツイートは、ジェンダー平等を促進し

ている自国の制度や文化の紹介、ジェンダー平等

に関わるイベントやキャンペーの告知が主であ

る。多くが画像を伴い、時によって、ハッシュタ

グが１つまたは複数使われている。 
 一方で、高いエンゲージメントを記録した先述

のツイートは、多くの点でそれ以外のツイートと

異なる。まずテキストはハッシュタグ３つのみで

あり、拡散への強い意図が感じられる。画像は各

国の事情を表すものではなく日本の大使館職員と

思われる人々が片手を上げてアクションを促すポ

ーズを取ったものである。最初に投稿されたドイ

ツ大使館の投稿スタイルがその後に続く機関に踏

襲されて異なる機関同士の連携が見られる点も特

徴的である。 
長期にわたってジェンダー平等に関する様々な

ツイートがされてきていた中で、考えられる唯一

の要因ではないにせよ他と大きく性質の異なるツ

イートが大きな反響を得たことは示唆に富む。 
 

5. 課題と展望 
 本研究により、ヨーロッパ諸国の外交機関によ

る日本社会とのジェンダー平等の価値観の共有の

試みの一側面が明らかになった。 
Collins et al. (2019)のようにソーシャルメディア

は外交機関の従来の広報活動を代替ではなくあく

まで補完するという立場に立つならば、より広い

メディア環境におけるソーシャルメディアの位置

付けを認識しなければならない。それを踏まえた

上でソーシャルメディアが広く普及している状況

に応え、国のソーシャルメディア上の対外広報活

動とその対象国の世論形成との関係を明らかにし

ていきたい。 
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